
・データは以下の順番となるように、設定してください。

各機関の謝金単価に関する規定もしくは根拠となる資料（様式任意）

連絡協議会・部会等の取組に関する資料（年次計画を含む詳細）（様式任意）

各種部会等の構成員のリスト（様式任意）

連絡協議会に参画する各機関のリスト（様式４）

事業の関係組織図（連絡協議会・各種部会等を含む予定図）（様式任意）

これまでの日本語教育に関わる高度な専門人材養成・研修等の活動が分かる資料

契約権者と代表者が異なる場合には、契約権者が契約権を有することを示す書類
（定款の該当条文の写しなど）

契約権者の氏名、生年月日を確認できる書類（運転免許証の写しなど）

誓約書（様式３）

登記事項証明書の写し

定款又は寄付行為（これに類する規約等を含む。）の写し

応募団体概要（様式２）
(※再委託団体概要(再委託の計画がある場合は提出) 様式２ー２)

企画書（様式１）

令和６年度現職日本語教師養成・研修推進拠点整備事業
企画書

後

先

※ 「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における認定等又は内閣府男女共同参画局長の

認定等相当確認通知がある場合は、上記とあわせて写しを提出すること。
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